
令和６年度 明石市 一般会計 決算

決算収支の状況

令和５年度 令和６年度 増減率

歳 入 決 算 額 1,295 億 2,376 万円0 1,312 億 9,200 万円0 ＋1.4％

歳 出 決 算 額 1,285 億 2,137 万円0 1,303 億 5,692 万円0 ＋1.4％

形 式 収 支 10 億 0,239 万円0 9 億 3,508 万円0

実 質 収 支 7 億 3,552 万円0 8 億 8,677 万円0 49年連続の黒字

実 質 単 年 度 収 支 2,925 万円0 2 億 2,679 万円0 02年連続の黒字

財政指標（R5→R6）

経常収支比率
92.5% → 92.3%

(0.2ポイント改善)
実質公債費比率

4.3% → 3.9%

(0.4ポイント改善)
将来負担比率

21.5% → 19.9％

(1.6ポイント改善)

R6末 基金･市債（一般会計）の残高

3基金残高 0,約 120 億円（＋0.8 億円)

市 債 残 高 約 1,070 億円（△ 34 億円）

2025.9.5 市長会見資料

令和6年度決算のポイント

○ 公債費の減（△ 13 億円）
うち第三セクター等改革推進債の償還終了（△ 8 億円）

○ 特定目的基金への積立て
庁舎建設基金 5 億円積立（残高 21 億円）
一般廃棄物処理施設整備基金 7 億円積立（残高 19 億円）
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令  和  ６  年  度  決  算  の  概  要 

 

１ 各 会 計 決 算 額 

 

令和６年度　一般会計・特別会計決算額 (単位:千円)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

歳入決算額 歳出決算額 形式収支額 繰越財源 実質収支額

131,292,000 130,356,925 935,075 48,308 886,767 

葬 祭 事 業 459,474 459,474 0 0 0 

国 民 健 康 保 険 事 業 28,150,974 28,128,999 21,975 0 21,975 

財 産 区 6,868,187 222,224 6,645,963 0 6,645,963 

公 共 用 地 取 得 事 業 498,031 498,031 0 0 0 

石 ヶ 谷 墓 園 整 備 事 業 405,548 53,967 351,581 0 351,581 

地 方 卸 売 市 場 事 業 55,863 55,863 0 0 0 

介 護 保 険 事 業 25,933,710 25,780,277 153,433 0 153,433 

土 地 区 画 整 理 事 業 清 算 金 867 2,055 △1,188 0 △1,188 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 5,290,745 5,283,840 6,905 0 6,905 

病 院 事 業 債 管 理 899,725 899,725 0 0 0 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 18,456 12,576 5,880 0 5,880 

小　　　計 68,581,579 61,397,029 7,184,549 0 7,184,549

199,873,579 191,753,954 8,119,624 48,308 8,071,316

 ※ 各数値毎に単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。

合　　　　　　　　　計

会　計　区　分

一 般 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

 
 

令和６年度　企業会計決算額 (単位:千円)

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ 

収　入 支　出 差　引

収益的収支 6,567,988 6,301,593 266,395 7,243 1,239,248 

資本的収支 1,950,604 4,514,824 △2,564,220 

収益的収支 8,531,021 7,476,448 1,054,573 989,438 1,934,061 

資本的収支 1,283,814 4,301,534 △3,017,720 

収益的収支 15,099,009 13,778,041 1,320,968 996,681 3,173,309 

資本的収支 3,234,418 8,816,358 △5,581,939 

※ 各数値毎に単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。

合 計

下 水 道 事 業

当年度純利益
又は

当年度純損失
会　計　区　分

当年度未処分
利益剰余金又
は当年度未処
理欠損金

水 道 事 業

 

 

市 長 会 見 資 料 

2 0 2 5 年 ( 令 和 ７ 年 ) ９ 月 ５ 日 

総務局財務室（担当：丸山・熊川） 

電話：078-918-5011 内線：2531 
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２ 一 般 会 計 決 算 の 概 要 

 
 

《 概 要 》 

①  決算規模は、歳入が１．４％の増、歳出が１．４％の増。令和５年度から２年連続の増。 

②  実質収支額は約８億９千万円の黒字であり、前年度実質収支を控除し、財政基金の積立額と取

崩額を加味した実質単年度収支は約２億３千万円の黒字となり、２年連続の黒字。 

③  歳入の主なものでは、 

・市税は、個人市民税や法人市民税の減などにより、約１４億１千万円、３．０％の減。 

・地方特例交付金は、定額減税に伴う個人市民税の減収額を補てんする定額減税減収補てん特例

交付金の交付などにより、約１３億９千万円、３１３．０％の増。 

・地方交付税とその振替財源である臨時財政対策債は、約１２億１千万円、６．７％の増。 

・上記の理由などにより、一般財源全体としては、約２０億１千万円の増。 

・市債発行額は、臨時財政対策債の減少に加えて、西明石活性化プロジェクト事業費や明石商業

高等学校福祉科創設準備事業費などの投資的経費の財源分が減少したことなどから、約２１億

８千万円、２５．４％の減。 

なお、市債現在高は、約３３億５千万円、３．０％の減。臨時財政対策債を除くと、約８千万

円、０．１％の減。（全会計ベース市債現在高は、約５５億９千万円、３．７％の減） 

・基金現在高は、約１６７億２千万円で、前年度から約１２億３千万円の増。 

なお、財政基金など３基金の現在高は、約１１９億９千万円で、前年度から約８千万円の増。 

④  歳出の主なものでは、 

・人件費は、人事院勧告に基づく給与改定による給料、報酬及び職員手当の増に加え、定年年齢

の段階的引き上げに伴い定年退職者がなかった前年度に比べて退職手当の増があったことなど

により、約１８億５千万円、９．２％の増。 

・扶助費は、私立保育所等の運営にかかる幼保給付費や障害福祉事業費、児童手当支給事業費の

増などにより、約２７億１千万円（対前年度比５．７％）の増。 

・公債費は、第三セクター等改革推進債の償還終了による長期債元金償還の減などにより、約１

３億４千万円（対前年度比１１．６％）の減。 

・投資的経費は、西明石活性化プロジェクト事業費や明石商業高等学校福祉科創設準備事業費の

減などにより、約２２億９千万円（対前年度比２２．０％）の減。 

・積立金は、庁舎建設基金積立金や一般廃棄物処理施設整備基金積立金の増などにより、約１０

億１千万円（対前年度比１７１．３％）の増。 

⑤ 財政指標としては、 

・経常収支比率は、９２．３％となり、前年度（９２．５％）に比べ０．２ポイント低下。 

  ・実質公債費比率は、３．９％となり、前年度（４．３％）に比べ０．４ポイント低下。 

  ・将来負担比率は、１９．９％となり、前年度（２１．５％）に比べ１．６ポイント低下。 
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３ 一般会計 歳入の状況 

 

・歳入は、１７億６，８２３万６千円（対前年度比１．４％）の増。 

・増加額の大きいものとしては、地方交付税が約２０億９千万円、地方特例交付金が定額減税に伴う

個人市民税の減収額を補てんする定額減税減収補てん特例交付金の交付により約１３億９千万円の

増。 

・減少額の大きいものとしては、市債が約２１億８千万円、市税が定額減税に伴う個人市民税の減や

一部法人の減収による法人市民税の減などにより約１４億１千万円の減。 

 
 
 
 
 
 
 
 

【歳入の内訳】 単位：千円・％

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 市 税 46,355,381 35.8 44,941,732 34.2 △ 1,413,649 △ 3.0 

2 地 方 譲 与 税 534,291 0.4 536,076 0.4 1,785 0.3 

3 利 子 割 交 付 金 23,747 0.0 32,924 0.0 9,177 38.6 

4 配 当 割 交 付 金 434,898 0.3 587,302 0.4 152,404 35.0 

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 463,895 0.4 775,326 0.6 311,431 67.1 

6 法 人 事 業 税 交 付金 565,741 0.4 577,969 0.4 12,228 2.2 

7 地 方 消 費 税 交 付金 6,806,898 5.3 7,160,937 5.5 354,039 5.2 

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 5,168 0.0 0 0.0 △ 5,168 　　皆減

9 自 動 車 税 環境 性能 割交 付金 94,082 0.1 116,431 0.1 22,349 23.8 

10 地 方 特 例 交 付 金 444,790 0.3 1,837,177 1.4 1,392,387 313.0 

11 地 方 交 付 税 16,337,972 12.6 18,431,507 14.0 2,093,535 12.8 

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 34,902 0.0 33,875 0.0 △ 1,027 △ 2.9 

13 分 担 金 及 び 負 担金 315,322 0.2 322,680 0.2 7,358 2.3 

14 使 用 料 及 び 手 数料 1,979,612 1.5 1,995,413 1.5 15,801 0.8 

15 国 庫 支 出 金 32,340,117 25.0 31,974,753 24.4 △ 365,364 △ 1.1 

16 県 支 出 金 9,624,272 7.4 10,331,133 7.9 706,861 7.3 

17 財 産 収 入 428,731 0.3 453,514 0.3 24,783 5.8 

18 寄 附 金 755,254 0.6 893,654 0.7 138,400 18.3 

19 繰 入 金 522,050 0.4 529,806 0.4 7,756 1.5 

20 繰 越 金 961,425 0.7 1,002,392 0.8 40,967 4.3 

21 諸 収 入 1,930,166 1.5 2,372,140 1.8 441,974 22.9 

22 市 債 8,565,050 6.6 6,385,259 4.9 △ 2,179,791 △ 25.4 

歳 入 合 計 129,523,764 100.0 131,292,000 100.0 1,768,236 1.4 

※構成比については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

令和６年度 対前年度
区　　分

令和５年度
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４ 一般会計 歳出の状況  

 

・歳出は、１８億３，５５５万３千円（対前年度比１．４％）の増。 

・人件費は、人事院勧告に基づく給与改定による給料、報酬及び職員手当の増に加え、定年年齢の段

階的引き上げに伴い定年退職者がなかった前年度に比べて退職手当の増があったことなどにより約

１８億５千万円（対前年度比９．２％）の増。 

・扶助費は、私立保育所等の運営にかかる幼保給付費、訓練等給付事業や障害児通所支援事業などの

障害福祉事業費の増などにより、約２７億１千万円（対前年度比５．７％）の増。 

・公債費は、長期債元金償還の減などにより、約１３億４千万円（対前年度比１１．６％）の減。 

・投資的経費は、西明石活性化プロジェクト事業費や明石商業高等学校福祉科創設準備事業費の減な

どにより、約２２億９千万円（対前年度比２２．０％）の減。 

・補助費等は、市民全員・事業者サポート事業費や下水道事業への繰出金の減などにより、約８億９

千万円（対前年度比１０．４％）の減。 

・積立金は、庁舎建設基金積立金や一般廃棄物処理施設整備基金積立金の増などにより、約１０億１

千万円（対前年度比１７１．３％）の増。 

 
 
 
 
 
 
 

 

①【歳　出（性質別）の　内　訳】
単位：千円・％

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 20,101,012 15.6 21,949,933 16.8 1,848,921 9.2 

2 47,516,981 37.0 50,222,470 38.5 2,705,489 5.7 

3 11,561,353 9.0 10,217,607 7.8 △ 1,343,746 △ 11.6 

4 10,442,941 8.1 8,150,582 6.3 △ 2,292,359 △ 22.0 

普通建設事業費 10,442,941 8.1 8,150,582 6.3 △ 2,292,359 △ 22.0 

補　助 3,897,391 3.0 3,031,100 2.3 △ 866,291 △ 22.2 

単　独 6,545,550 5.1 5,119,482 3.9 △ 1,426,068 △ 21.8 

5 15,762,819 12.3 16,009,265 12.3 246,446 1.6 

6 2,008,314 1.6 2,026,299 1.6 17,985 0.9 

7 8,573,405 6.7 7,682,361 5.9 △ 891,044 △ 10.4 

8 589,693 0.5 1,599,618 1.2 1,009,925 171.3 

9 295,550 0.2 646,362 0.5 350,812 118.7 

10 51,577 0.0 45,722 0.0 △ 5,855 △ 11.4 

11 11,617,727 9.0 11,806,706 9.1 188,979 1.6 

128,521,372 100.0 130,356,925 100.0 1,835,553 1.4 

※ 構成比については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

対前年度
区　　分

令和５年度 令和６年度

積 立 金

貸 付 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

繰 出 金

歳 出 合 計

投 資 的 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

投資及び出資金


